
千葉市社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、軽減制度（千葉市社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業実施要綱（平成

１２年８月１日施行。以下「実施要綱」という。）に定める軽減制度。以下「補助事業」とい

う。）を実施した社会福祉法人等（実施要綱に定める社会福祉法人等をいう。以下同じ。）に

対して、予算の範囲内において、補助金を交付するため必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の交付） 

第２条 社会福祉法人等が補助事業を実施することにより生じた当該社会福祉法人等の負担額

について、別表１に基づき算定された補助金額を交付する。 

（補助金の交付申請） 

第３条 補助金の交付申請を行おうとする者（以下「申請者」という。）は、社会福祉法人等利

用者負担軽減対策事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添付し、

補助事業の完了後速やかに、市長に提出しなければならない。 

（１）定款 

（２）当該年度収支予算書 

（３）当該年度決算見込書 

（４）介護保険法に基づく指定事業者であることを証する都道 府 

  県知事からの通知の写し（補助事業を実施する介護保険サービ 

ス種別、事業所ごと） 

（５）運営規程（補助事業を実施する介護保険サービス種別、 事 

  業所ごと） 

（６）確認証提示者名簿（別記様式１） 

（７）補助申請額計算書（別記様式２） 

（８）都道府県知事及び市区町村長に提出した軽減制度（実施要綱に定める軽減制度をいう。以

下同じ。）を実施する旨の申出書の写し 

（９）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定及び額の確定） 

第４条 市長は、前条の規定による補助金の交付申請があった場合は、関係書類等を審査し、適

当と認めたときは、速やかに補助金の交付の決定を行うとともに、交付額の確定をするものと

する。 

２ 市長は、前項の規定により、補助金の交付を決定し、交付額を確定したときは、当該申請者

に社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付決定兼額確定通知書（様式第２号）によ

り通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の審査の結果、補助金を交付することが不適当と認めたときは、社会福祉法

人等利用者負担軽減対策事業補助金不交付決定通知書（様式第２号の２）により通知するもの

とする。 

（交付の請求） 

第５条 前条に規定する通知を受けた者（以下「交付対象者」という。）が補助金の交付の請求



をしようとするときは、社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付請求書（様式第３

号）に必要書類を添付して、速やかに市長に提出しなければならない。 

（決定の取り消し及び補助金の返還） 

第６条 市長は、交付対象者が次の各号に掲げる事由に該当すると認めるときは、補助金の全部

又は一部についてその交付の決定を取り消し、当該補助金額を返還させることができる。 

（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき 

（２）実施要綱及びこの要綱の規定に違反したとき 

（３）その他市長の指示に従わなかったとき 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消し、補助金の返還を命じるときは、

社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金返還命令書（様式第４号）により、その取り消

しの内容と補助金の返還額等について当該交付対象者に通知するものとする。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、保健福祉局長が定める。 

 

 

   附 則 

この要綱は、平成１２年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年３月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の千葉市社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付要綱の規

定は、この要綱の施行の日以後の介護保険サービスの利用に係る軽減制度の実施に対して交付

する補助金について適用し、同日前の介護保険サービスの利用に係る軽減制度の実施に対して

交付する補助金については、なお、従前の例による。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、

必要な箇所を修正して使用することができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 



 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、

必要な箇所を修正して使用することができる。 



様式第１号 

 

社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付申請書 

 

 

年    月    日 

 

（あて先） 千 葉 市 長  

 

                                所在地 

 申請者 

                                名称                        印 

 

                                代表者名 

 

 

 

     年度社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金の交付を受けたいので、千葉市社会福祉法人等利用

者負担軽減対策事業補助金交付要綱第３条の規定により次のとおり申請します。 

 

 

 

１  交付申請額                                        円 

        

     

補助事業の目的 

及び内容 

介護保険サービスを利用する低所得者に対して、利用者負担額を軽減す

ることにより、経済的な負担の軽減を図る。 

算出基礎 別紙補助申請額に関する計算書のとおり 

添付書類 

１ 定款 

２ 当該年度収支予算書 

３ 当該年度決算見込書 

４ 介護保険法に基づく指定事業者であることを証する都道府県知事からの 

 通知（写）（補助事業を実施する介護保険サービス種別，事業所ごと） 

５ 運営規程（補助事業を実施する介護保険サービス種別，事業所ごと） 

６ 確認証提示者名簿 

７ 補助申請額に関する計算書 

８ 都道府県知事及び市区町村長に提出した軽減制度を実施する旨の申出 

書の写し 

９ その他市長が必要と認める書類 

補助事業の開始年月日  

補助事業の終了年月日  



様式第２号 

千葉市指令   第  号 

 年   月   日 

 

 

社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付決定兼額確定通知書 

  

 

                  様 

 

 

                               千 葉 市 長                 印 

                                           

   

 

      年   月   日付申請のあった社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金について、次のとおり

交付の決定及び補助金額の確定をしたので、千葉市社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付要綱第

４条第２項の規定により通知します。 

 

 

 

 

 

審査請求等について 

 

  １ この決定についての審査請求は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、 

千葉市長に対してすることができます。 

  ２ この決定の取消しを求める訴訟は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、 

千葉市を被告として提起することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金の交付決定額

（確定額） 
                                               円 



様式第２号の２ 

千葉市指令   第  号 

 年   月   日 

 

 

社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金不交付決定通知書 

  

 

                  様 

 

 

                               千 葉 市 長                 印 

                                           

   

 

      年   月   日付申請のあった社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金について、次のとおり

不交付としたので、千葉市社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付要綱第４条第３項の規定により通

知します。 

 

 

 

 

 

審査請求等について 

 

  １ この決定についての審査請求は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、 

千葉市長に対してすることができます。 

  ２ この決定の取消しを求める訴訟は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、 

千葉市を被告として提起することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

不交付とした理由  



様式第３号 

 

社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付請求書 

 

    年   月   日 

（あて先）千 葉 市 長  

                                                

                                                  所在地 

                         補助事業者 

                                    名 称  

                                

                                                  代表者名 

 

 

      年   月   日付千葉市指令    第   号社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付決定

通知書により交付の決定及び額の確定を受けた補助金の交付について、千葉市社会福祉法人等利用者負担軽減

対策事業補助金交付要綱５条の規定により、次のとおり請求します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金交付決定額 

（確定額） 
                                     円 

補助金の既交付額                                      円 

交付請求額                                      円 

添付書類 

 

１ 社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金交付決定通知書の写し 

２ その他市長が必要と認める書類 

 



様式第４号 

千葉市達    第  号 

 年   月   日 

 

 

社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業補助金返還命令書 

 

 

                     様 

 

 

                                千 葉 市 長                 印 

 

 

 

      年   月   日付千葉市指令    第   号により交付決定及び額の確定をした社会福祉法人等利用

者負担軽減対策事業補助金について次のとおり取り消したので、千葉市社会福祉法人等利用者負担軽減対策事業

補助金交付要綱第６条の規定により通知するとともに、下記の金額について返還を命じます。 

 

審査請求等について 

  １ この決定についての審査請求は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、千葉

市長に対してすることができます。 

  ２ この決定の取消しを求める訴訟は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、千

葉市を被告として提起することができます。 

補助金の交付決定額 

（確定額） 
                                     円 

補助金の既交付額 
      年   月  日交付 

                                         円 

補助金の取消額                                      円 

返還すべき金額                                      円 

返還期限 年     月     日 

返還を命ずる理由 

 

返還方法  



                                          

別紙様式１

　　　　　　　　　　　年度　　月分社会福祉法人等利用者負担軽減確認証提示者名簿（千葉市利用者分）
社会福祉法人　　　　　　　　

軽減による

当月法人負担額

旧・新 介護費（円） 食費（円） 居住費（円） 計（円） （①－②）
①

②

千葉市の確認証提示者について、氏名、軽減額等を記入すること。
数ヶ月継続して利用している者は、月ごとに記入すること。
特別養護老人ホームの入所者である要介護旧措置入所者であって、介護費負担の利用者負担割合が９５％以上の者であれば利用サービスの右欄に「旧」、
それ以外であれば「新」と記入すること。

月分計 名分

フリガナ
氏　　名

当月延べ
利用回
（日）数

①当月分本来利用者負担額

②当月分軽減後の徴収額
介護保険

被保険者番号
軽減確認証

番号

利用サービス
(事業所名称）

特養入所者

のみ



                                          

別記様式２　補助申請額計算書

本来受領すべき
利用者負担総額
（全利用者）

軽減総額
千葉市分
軽減総額

市町村比率
（％）

Ａの１０％
相当額

全額補助
対象額

控除額
控除後

補助対象額
補助金額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝Ｃ/Ｂ Ｅ＝Ａ×10/100 Ｆ＝Ｂ－Ｅ Ｇ＝Ａ×1/100
Ｈ＝（Ｂ－Ｆ－Ｇ）

×1/2
Ｉ＝（Ｆ＋Ｈ）×Ｄ

　
（　　　　　　　　　　　　　）

　

　
（　　　　　　　　　　　　　）

　
（　　　　　　　　　　　　　）

　

　
（　　　　　　　　　　　　　）

　

　
（　　　　　　　　　　　　　）

　

合　計 － － － － － － － － 0

「注意点｣
　（１）軽減制度を実施した全事業所について集計すること。
　（２）各欄の記載要領（各欄の値の算出において一円未満の端数が生じた場合は一円未満を切り捨てて算出すること。）
　　　Ａ：軽減対象者に限らず市内事業所における全利用者について集計すること。（他市区町村を保険者とする利用者分も含む。）
　　　　　ただし、以下の者に関する費用は含めないこと。
　　　　　・保険給付の対象とならないサービス利用者についての利用者負担額
　　　　　・生活保護受給者に係る利用者負担額
　　　　　・実施要綱第４条第５項に規定する者に係る介護費負担
　　　　　・実施要綱第４条第６項に規定する者に係る介護費負担、食費負担及び居住費負担（同項に規定する居住費負担を除く。）
　　　Ｂ：軽減総額は他市区町村を保険者とする利用者分も含めて集計すること。
　　　Ｃ：千葉市を保険者とする利用者分を集計すること。
　　　Ｄ：市町村比率は算出後、小数点第三位を四捨五入すること。
　　　Ｅ～Ｆ：介護福祉施設サービス以外は「０円」として処理すること。

事業所名
（サービス種類）



 
別表１

１．千葉市内の事業所に対する補助金額介護福祉施設（特別養護老人ホーム）の実施事業所に対する補助金額

補助金額 ＝ （　全額補助対象額 ＋ （　補助率による補助対象額 × 補助率　）） 　　× 市町村比率

　 ↑ ↑ ↑ ↑

　　×

　

２．訪問介護、通所介護、短期入所生活介護の実施事業所に対する補助金額

補助金額 ＝ 補助率による補助対象額 × 補助率

　 ↑ ↑

【軽減総額】

【本来受領額】
　当該事業所における軽減対象サービスの全ての利用者（他市区町村の被保険者を含む。）について、軽減措置を実施しなかった場合に、　
　本来受領する利用者負担額の総額。　ただし、以下の利用者負担額を除くものとする。
　　・保険給付の対象とならないサービス利用者についての利用者負担額
　　・生活保護受給者に係る利用者負担額
　　・実施要綱第４条第５項に規定する者に係る介護費負担
　　・実施要綱第４条第６項に規定する者に係る介護費負担、食費負担及び居住費負担（同項に規定する居住費負担を除く。）
【控除額】
　本来受領額×１／１００

注：全額補助対象額と補助率による補助対象額が０未満の場合、０とする。

千葉市分軽減総額／
軽減総額（％）

×
千葉市分軽減総額
／軽減総額（％）

市町村比率

↑

　軽減対象サービスについて利用者負担額を軽減した総額（他市区町村の被保険者分を含む。）

１／２〔軽減総額－①－控除額〕

軽減総額－控除額 １／２

〔軽減総額－（本来受領額×１０／１００）〕

×

＋ ×

1


